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研究成果の概要（和文）：本研究「高等教育における国際的接続の『日本的構造』研究―留学生向け予備教育を
手掛かりに」では、日本の高等教育の国際化の過程や、今後期待されている飛躍的な国際化のための課題を検証
することを目的としていた。国際比較を通じて、渡日後の予備教育や個別入試という従来の留学生の受け入れ方
法への批判としての渡日前入学許可推進や、特に選抜性の高い高等教育機関と断絶的な日本の留学生向け予備教
育の在り方を、相対化する視座を示すことができた。

研究成果の概要（英文）：The present study, “a research on ‘Japanese structure’ of international 
articulation of higher education: preparatory education for international students as a clue,” was 
undertaken in order to reconsider the features and issues of internationalization of Japanese higher
 education. Present data analysis and international comparison indicate that preparatory education 
for international students in Japan is disconnected from higher education institutions, especially 
from selective universities. Resent trend to criticize traditional route to accept international 
students, which means entrance examination and preparatory education after coming to Japan, and to 
promote permission for admission before coming to Japan may need careful consideration, taking 
account of Australian elite universities’ strategy to have massively developed directly connected 
preparatory education to ensure access and quality of international articulation.

研究分野：高等教育論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究「高等教育における国際的接続の

「日本的構造」研究―留学生向け予備教育を
手掛かりに」では、なぜ日本の大学には付属
の語学学校が存在しないのか、という問いを
中心に、日本の高等教育の国際化の過程や、
今後期待されている飛躍的な国際化のため
の課題を検証することを目的としていた。 

発展途上国の経済発展等を背景に世界的
に留学生が増加しているなか、留学生の獲得
は世界各国で重要な課題となっている
（Guruz 2011 等）。日本でも 2008 年に「留
学生 30 万人計画」が発表されたが、日本の
高等教育国際化に関する研究動向は、留学生
問題や国際化の現状・事例の紹介等に偏って
いる（村澤 2010）。留学生の異文化適応や日
本語の教授法等に関する研究は盛んだが、佐
藤（2010）のようにマクロな視点から国際化
政策を検証するような研究は少ない。 

将来日本の高等教育が受け入れ留学生数
を飛躍的に増加させるには、「留学生 10 万人
計画」の達成の際にそうであったように、予
備教育の拡充が欠かせない。海外では州立旗
艦大学クラスの名門校等が大学本体のアカ
デミックな資源やブランドを活用して言語
以外の様々な要素も加味した語学教育プロ
グラムを大学と密接な関係を有する語学学
校が展開し、それが大学進学（留学）への呼
び水となっている例が見られる。一方日本の
大学では、留学生センター等で主に正規課程
の留学生に日本語や日本事情等が教えられ
てはいるが、英語圏のような系列語学学校は
存在しない。 

日本語教育には”commercial approach”
(Larsen & Vincent-Lancrin 2002)をとれる
英語教育ほど世界市場での価値がないため
大学の参入は経営的に難しいという説明は、
現に日本語教育機関の大半が民間経営であ
ることからもあまり説得的でなく、むしろ政
策的な経緯が原因であるという仮説が成り
立つ。 

例えば、一時期の日本語教育機関（いわゆ
る日本語学校）はノーサポート・ノーコント
ロールで教育の質を度外視して留学生の数
量的確保の受け皿となった（宮野 2005）の
だが、民主党政権時代の行政刷新会議の「事
業仕分け」では、日本語教育振興協会の実施
する審査・証明事業の法制度上の曖昧さにつ
いて終始官僚ＯＢの再就職批判を中心に議
論され、国としてどのように留学生教育を充
実させていくのかはほとんど論点とならな
かった（内閣府行政刷新会議事務局 2010）。
また、大学等における予備教育を見ても、留
学生全体からすればごく一部の国費留学生
に対しては手厚いが、大多数を占める私費留
学生に対しては私立大学・短大の別科や民間
の事業者にほぼ委ねられており、国の予算措
置や設置認可の方針の影響は否定し得ない。
このような状況には官学重視の裏返しとし
て放任されてきた私学が多様な発展を遂げ

たという高等教育の日本的構造（天野 1986）
にも通底するものがある。 
 
２．研究の目的 

日本における留学生に対する予備教育に
ついて、日本の高等教育機関への接続の観点
から制度の変遷や現状を整理し、それらが主
に私学セクターや民間事業者において担わ
れてきた理由や、語学以外の学術的な資源を
活用した語学学校が生まれなかった理由を
解明する。これらの疑問の積み重ねを紐解く
ことで、日本の国際化の進展における構造的
問題を明らかにする。 

本研究の学術的な特色は、既存の日本語教
育研究とは異なり、設置認可行政、多様化政
策、大学の経営行動等を念頭に、あくまで高
等教育研究の文脈から留学生向け予備教育
の意義を検証する点にある。独創的な点は、
大学校の研究（市川 1993）や高等教育の日
本的構造の研究（天野 1986）等の先行研究
も踏まえつつ、予備教育や日本語教育機関と
いった高等教育の正規の課程ではない部分、
いわば傍系から高等教育システムの国際化
を検証する点である。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的からして、歴史的経緯を丁寧

に解き明かし、その延長上にある昨今の状況
について検討することが必要と考えられた。
そこで、研究開始当初は、留学生関係団体、
関係省庁、戦前・戦中に五校特約や特設予科
を設置していた国立大学、留学生別科を設置
してきた私立大学、日本語教育機関等での資
料収集やインタビューなどを中心とするこ
とを想定していた。そのため、国立国会図書
館、外務省外交史料館や一部大学での資料・
文献の収集や、日本語教育振興協会での訪問
調査や資料収集、関連する研究会等での情報
収集等は当初の予定通り行った。 
しかし、実際に研究に着手し始めると、こ

のようなアプローチをとった場合、想定して
いたよりも既存の歴史研究と似通ってしま
い、本研究の独自性を明確に打ち出せなくな
る虞が強いことが明らかになった。 
そこで、平成 27 年度実績報告書にも記し

たように、当初の想定よりも国内事例に対す
る歴史研究的アプローチを軽めにし、理論研
究および比較研究により重きを置くアプロ
ーチに切り替えた。そのため、特に平成 28
年度以降は、高等教育の組織社会学的な分析
枠組み（例えば Clark 1983=1994）の取り込
みや、留学生向け予備教育の海外事例に関す
る資料収集・分析等も念頭に置いて研究を進
めた。 
近年の日本の高等教育国際化政策は、国際

競争力の向上や国際的な通用性を重視した
ものに転換した（村澤 2010: 309）と言われ
ている。加えて、政治主導の「高等教育改革
としての国際化」（米澤 2015）が進められる
中、「日本の高等教育全体として国際化を推



進するとの考えが後退し、拠点への重点的な
支援」（米澤 2015: 115）が矢継ぎ早に行われ、
一部の大学の正規課程や学内支援体制の強
化が優先されてきた。 
このような情況を踏まえ、まずは、最もエ

リート的な大学に留学生を呼び込む戦略と
言う視点に立ち留学生向け予備教育に関す
る議論を拡張することから、研究を展開する
ことを試みた。 
 

４．研究成果 
日本の留学生向け予備教育は、「日本語教

育機関の運営に関する基準」や、「大学入学
のための準備教育課程の指定等に関する規
程」（文部省告示第 165 号）によって最低基
準が設けられている。しかし、基準の具体的
な内容や実際の統計資料を見る限り、日本語
以外の教育の手薄さや、高校レベルに近い教
員資格などのため、大学教育への準備よりも、
受験指導が中心となり易くなっており、特に
選抜性の高い大学への進学準備には最低基
準を遥かに超えた予備教育機関や留学生本
人の努力が求められる。 

特に私費留学生の場合、まずは来日して日
本語教育機関（いわゆる日本語学校）等に入
学し、1，2年後に入学試験を受験しなければ
希望の大学に進学できないという「きわめて
不確定で、しかも不安定な留学経路」（栖原: 
1996: 82）は、各種統計資料から見てもいま
だに主要な留学経路であるにも関わらず、国
際化政策の中で置き去りにされてきたと言
える。 

一方で、文部科学省の国費外国人留学生制
度は、手厚いサポートを提供してはいるもの
の、実は私費留学の場合と同じく、予備教育
段階は進学先大学と断絶している。例えば、
予備教育終了後の受験校についての文部科
学省などによる決定に対して、留学生本人は
異議申し立てすら認められていない。 

このように高等教育機関と予備教育が断
絶した日本では、留学への高いハードルとな
る個別入試による選抜への批判から、グロー
バル・スタンダードのように目される書類審
査中心の渡航前入学許可が注目されている。
しかし、渡航後の個別入試に依らない受入れ
方法の参照元であるはずの英語圏の留学生
受け入れ大国では、進学先大学と緊密に連携
した渡航後の予備教育も存在する。特に、日
本とアジアの留学生市場を争うオーストラ
リアでは、選抜性の高い大学でもそのような
形態の予備教育（Foundation Program、以下
FP）が展開されている。 

オーストラリアの主要な研究大学 8校から
構成される Group of Eightに属する大学は、
一定の基準を設けて互いの FP を相互承認し
ている（Go8 2014）。これら Go8の FPにある
程度共通する特徴として、高い本校進学率、
規模の大きさ、高額な授業料、本校とは別組
織を介した運営等を指摘することができる。 

特にオーストラリアの最有力大学の一つ

であるメルボルン大学は、附属教育機関を介
して大規模な留学生向け予備教育（Trinity 
College Foundation Studies）を展開し、自
校の教育への備えを終えた留学生を毎年千
数百人規模で受け入れる直結型のルートを
確立してきた。メルボルン大学側の委員会が
質的統制に密接に関与し、Ph.D.等の大学院
レベルの教育資格を有する教員が教える、高
価ではあるが質の高い”academic program”
（Trinity College 2016: 6）は、既に一定
水準の学力を身に付けた大量の留学希望者
を惹きつけている。本校進学の可否は、別途
入試を課すのではなく、本校の教育に接続す
る予備教育プログラムの達成度によって判
定され、追跡調査によると本校進学後の成績
も良好であるとされる。 

以上を総合すると、日本のような断絶型の
予備教育では、主たる提供主体は大学と別セ
クターに位置する、進学先大学とは無関係な
機関となり易く、立地や施設も進学先大学に
近接する必然がない。教員資格は中等教育教
員に近く、質的な統制を進学先の大学から直
接受けることはまずなく、教育内容は語学や
入試対策中心になり易い。希望する大学へ進
学できるか否かは、当該大学が別途実施する
入試の結果次第であり、進学の見通しは立ち
難い。そのため、海外の留学希望者の耳に届
くほどの進学実績でもない限り、強力なブラ
ンド力を構築することは難しく、入学者の学
力は多様になり易い。 

一方で、Go8の FPのような直結型の予備教
育では、本校と密接に関係する機関が提供主
体となり、本校の正規課程に垂直的に位置付
くティア（Clark 1983=1994: 60-2）である
かのような形態をとり易い。立地や施設も、
本校の一部であるかのように近接させ易い。
教員資格は高等教育レベルに近く、予備教育
の学術的な質に対して本校の教員から強い
統制を受ける。教育内容は、入試対策よりも、
本校進学後の教育への準備を目的とするの
で本校が策定に関与したカリキュラムを本
校が定めた基準まで達成できたか否かで、進
学の可否を判定することが可能となる。その
ため、本校へ進学できるかどうかの見通しが
立ち易い。これらの特徴のため、本校が有力
大学ならば、多くの留学希望者を集めるブラ
ンド力を構築し易い。また、予備教育への入
学時点で一定水準の学力を求めることで、入
学者の学力を相対的に高く維持し易い。 

最も選抜的な大学が、自大学の正規課程と
直結する質の高い渡航後の予備教育を大規
模に展開することで、自大学の教育の質を落
とすことなく大量の優秀な留学生を受け入
れることができる。留学生向け予備教育の戦
略性に関する本研究の知見は、政府の介入に
よる大学の正規課程への集中投資や、渡日前
入学許可の推進と言った昨今の政策動向の
妥当性を相対化する視点を与える。 

これらの研究成果を整理した論文原稿は
ほぼ完成しおり、学会発表のエントリー及び



学会誌への投稿を待つのみとなっている。 
なお、本研究の元々の課題であった高等教

育国際化の日本的構造に対する政策の影響
等については、究期間内に論文投稿・掲載ま
でたどり着けなかったが、資料等の収集はあ
る程度進んだので、今後の課題として引き続
き取り組みたい。 
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